
 

 
 
 
 

 
 

～令和７年度農林水産予算概算決定の概要～ 
令和６年12月27日、令和７年度農林水産関係予算が閣議決定されましたのでお知らせします。 

 
「食料・農業・農村基本法の改正を踏まえ、食料安全保障の強化、環境と調和のとれた食料システ
ムの確立、農業の持続的な発展、農村の振興等を図るため、農業の構造転換の実現に向けた施策を
初動の５年間で集中的に実行するとともに、農林水産業の持続可能な成長を推進」        
 

総額 ２兆２，７０６億円 （２兆２，６８６億円）   ※（ ）内は令和６年度当初予算額 
 

１ 食料安全保障の強化                           
 
○ 水田での戦略作物の本作化・畑地化、麦・大豆の作付拡大やブロッ    水田活用の直接支払交付金等 
クローテーション、保管施設の整備、商品開発等の取組を推進          2,870 億円（3,015 億円） 等 

 
○ 野菜、果樹、花き、茶・薬用作物、養蜂等の生産基盤の強化、家畜    持続的生産強化対策事業 
改良の推進、肉用牛の出荷月齢の早期化                        142 億円（148 億円）等 

 
○ 地域計画の実現やスマート農業技術の実装等を図る取組の現場実装    共同利用施設の整備 

への支援、産地の収益力強化等に向けた基幹施設の整備等を支援              200 億円（121 億円） 
 
○ 海外の食料需給動向の調査、安定的な輸入の確保、野菜種子の安定    不測時に備えた食料供給体制強 

供給体制強化、国際協力の推進                     化対策     1 億円（1 億円）等 
 
○ 国産肥料の生産・利用拡大に向けた堆肥等の代替資源への転換推進、   飼料生産基盤立脚型酪農・肉用 

飼料生産に立脚した酪農・肉用牛支援、飼料の増産や備蓄・流通合理化   牛産地支援     56 億円（ー）等 
 
○ 合理的な価格の形成に向けたコスト構造等に関する調査の実施      合理的な価格の形成   1 億円（0.3 億円） 
 
○ 物流効率化に向けた取組や設備の導入、ﾌｰﾄﾞﾊﾞﾝｸやこども食堂等へ    食品アクセス総合対策事業 

の多様な食料提供に向けて地域の関係者が連携する体制づくり等             1 億円（1 億円）等 
 
○ 輸出産地形成、国内外事業者のサプライチェーン連結強化、品目団    輸出産地・事業者の育成・展開 

体・輸出支援プラットフォーム等の強化、知的財産の保護・活用            68 億円（44 億円）等 
 
○ 食品産業の持続的な発展のための、食品産業と農業との協調・連携    農業と食品産業の連携強化 

に向けたﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑの構築、食品ロスの削減、フードテック等の活用             1 億円（ー）等 
 

２ 農業の持続的な発展                           
 

○ 地域計画により明らかになった地域の課題を解決するため、地域計    地域計画実現総合対策  384 億円 

画を核として、現場の状況に応じた施設整備や人材育成に係る事業を     ・新基本計画実装・農業構造転換 

総合的に実施し、地域計画の実現を強力に後押し                支援事業       80 億円（ー） 

・老朽化した共同利用施設の再編集約・合理化等を推進            ・農地利用効率化等支援交付金 

・担い手の農地引受力の向上に必要な機械等の導入を支援             20 億円（11 億円）の内数 等 
 

○ 新規就農者の育成・確保、雇用労働環境の整備、農地バンク等によ    新規就農者育成総合対策 

る農地の集積・集約化、サービス事業体の活用                    107 億円（96 億円）等 
 

○ スマート農業技術活用促進法に基づくスマート農業技術の社会実装    ｽﾏｰﾄ農業技術活用促進集中支援ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 

の加速化を強力に推進するため、技術や新品種の開発、生産方式革新、              182 億円 

サービス事業体の育成・活動の促進等を各種事業により集中的に支援     ・ｽﾏｰﾄ農業技術活用促進総合対策 

17 億円（12 億円）等 

○ 農地の大区画化、水田の汎用化・畑地化、水利施設の集約等を含む    農業農村整備事業＜公共＞ 

計画的な更新や省エネ化・管理省力化、ため池の防災・減災対策         3,331 億円（3,326 億円）等 
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○ 収入保険、ゲタ・ナラシ、野菜価格安定対策、マルキンなどの経営    収入保険制度の実施 

安定対策の充実                                 399 億円（348 億円）等 
 

○ 飼養衛生管理の向上や監視・防疫体制の強化、分割管理の推進、獣    消費・安全対策交付金 

医療の提供体制整備、総合防除の推進など家畜伝染病、病害虫等への         19 億円（17 億円）等 

対応強化 
 

３ 農村の振興（農村の活性化）                       
 

○ 官民共創、農泊・農福連携等の地域資源を活用した付加価値の創出、   農山漁村振興交付金 

農村 RMO の形成、棚田地域の振興、中山間地域等の農用地保全の推進           74 億円（84 億円） 
 

○ ICT 等を活用したスマート鳥獣害対策の推進など鳥獣被害防止対策     鳥獣被害防止対策とジビエ利活用の推進 

と更なるジビエ利活用の拡大                            100 億円（100 億円） 
 

４ みどりの食料システム戦略による環境負荷低減に向けた取組強化       
 
○ 環境負荷低減や気候変動等に対応する新品種・技術の開発等を実施    みどりの食料システム戦略実現 

するとともに、研究成果の社会実装に向けた環境整備を一体的に推進    技術開発・社会実装促進事業 
          17 億円（18 億円） 

○ 地球温暖化防止や生物多様性保全等に効果の高い営農活動への支援    環境保全型農業直接支払交付金 
（有機農業について単収が低く不安定な移行期を重点的に支援）             28 億円（26 億円） 

 
○ 環境と調和のとれた食料システムの確立に向けたモデル的取組の横    みどりの食料システム戦略推進 

展開や有機農業の取組拡大、「見える化」やＪ－クレジットの推進      総合対策    6 億円（7 億円） 
 
（省全体の補助事業等で環境負荷低減の取組の義務化（クロスコンプライアンス）を令和７年度から報告、確認も試行実施。） 
 

５ 多面的機能の発揮                             
 
○ 地域資源を適切に保全管理するための共同活動への支援           多面的機能支払交付金 

（活動組織の体制強化、地域共同で行う環境負荷低減の取組の促進）            500 億円（486 億円） 
 
○ 中山間地域等での農業生産活動継続への支援                中山間地域等直接支払交付金 

（集落協定のﾈｯﾄﾜｰｸ化、ｽﾏｰﾄ農業による作業の省力化への加算の充実）           285 億円（261 億円） 
 

６ カーボンニュートラルの実現・花粉症解決に向けた森林・林業・木材産業総合対策   
 
○ 循環利用に取り組む林業経営体への森林の集積・集約化、国産材安      森林・林業・木材産業グリーン 

定供給に向けた林業・木材産業の生産基盤強化、林業のデジタル化・      成長総合対策 
イノベーションの推進、JAS 構造材や CLT 等の建築物への利用促進、             144 億円（144 億円） 
木材需要の創出・輸出促進、「緑の雇用」等による担い手の育成・確 
保、山村地域の活性化 

 
○ 森林吸収源の機能強化、国土強靱化に向けた間伐や主伐後の再造林、     森林整備事業＜公共＞ 

花粉発生源対策にも資する路網整備等の森林整備対策の推進              1,256 億円（1,254 億円） 
 
○ 令和６年能登半島地震で得られた教訓等を踏まえた津波避難路を保      治山事業＜公共＞ 

全する治山対策の強化など、国土強靱化に向けた治山対策の推進                   625 億円（624 億円） 
 

７ 水産資源の適切な管理と水産業の成長産業化                
 
○ 資源調査・評価の高度化、漁業取締りの万全な実施、漁業経営安定      資源調査・評価の充実と新たな 

対策の着実な実施                             資源管理の着実な推進  
  81 億円（59 億円）の内数等 

○ 海洋環境の変化や資源管理の必要性を踏まえた漁獲対象魚種・漁法      漁業構造改革総合対策事業 
の拡大・転換、養殖転換など新たな操業・生産体制への転換、スマー            12 億円（11 億円）等 
ト水産業の推進、人材確保・育成、水産物の安定供給に向けた持続可 
能な加工・流通システムの推進 

 
○ 共同利用施設の整備、漁場生産力の強化やブルーカーボンに資する      漁場生産力・水産多面的機能の 

藻場・干潟の保全等の多面的機能対策の実施、漁場環境の改善         発揮等   35 億円（38 億円）等 
 
○ 海業の全国展開、拠点漁港の機能強化、国土強靱化等を推進する水      水産基盤整備事業＜公共＞ 

産基盤の整備                                    731 億円（730 億円）等 

 
※ PR 版資料により９４の主要な事業を紹介していますので、詳細は下記の農林水産省 HP をご覧下さい。 

https://www.maff.go.jp/j/budget/r7kettei.html 



 

 坂田さんは美里町に住む祖父母が養蚕業をやっていたこともあ

り、農業が身近にある環境で育ちました。近隣では、農業者の高

齢化に伴い遊休農地が増えており、誰かがやらなくてはいけない

と子どもの頃から農業に強い関心を持っていました。大学卒業

後、一般企業に就職しましたが、農業への思いが捨てきれず、ま

た、地元に貢献したいとの思いから、町内で就農することを決意

したとのことです。 

就農するのであれば、しっかりと農業の基礎を学ぶ必要がある

と考え、平成 26 年から２年半、前橋市の農業法人に就職し施設

野菜を学び、平成 29 年から２年半は露地野菜を学ぶため、深谷

市の農業法人に就職し、栽培技術の指導を受けました。その後、

令和元年 11 月に美里町で就農しました。 

農地は、美里町役場や父の知人の農家に相談し、遊休化してい

る農地をスムーズに借りることができました。また、就農当初は

35a の農地を借りて始めたのですが、露地野菜の生産を行ってい

ることが近隣農家に伝わり、農地を借りてほしいとの要望が多か

ったことから、現在の規模（８ha）まで拡大しました。 

農業用機械は、国や県の事業を活用し、トラクター、管理機、フレールモア及び野菜植栽機を

導入しました。栽培作物は、育苗ハウス２棟と露地でキャベツ、ブロッコリー、かぼちゃ、オク

ラ、とうもろこしなどを栽培しています。農作業は基本的には 1 人で行いますが、収穫が大変な

時期は家族（両親）に手伝ってもらいます。 

生産した品目の多くはＪＡ埼玉ひびきのに出荷しています

が、オクラは深谷中央市場などに出荷しています。 

農協の取引先からは、JGAP の取得を要望されており、現

在、農協の生産部会の仲間と共に GAP の取得について検討し

ています。 

経営規模の拡大については農作業を 1 人で行っているの

で、これ以上の拡大は考えていないとのことですが、農業経

営が安定したら、米を導入して、焼きおにぎりの販売やカッ

ト野菜の出荷などにも挑戦したいとのことです。 

農業は地域の人の協力がないと出来ないことから、地域と

のつながりを大事にして、農協の生産部会の仲間や美里町の

若手農業者と共に地域の農業を守って行きたいと語ってくれ

ました。 
 

ブロッコリー畑 

 

編集：関東農政局 埼玉県拠点 

 〒330-9722 さいたま市中央区新都心 2-1 さいたま新都心合同庁舎２号館 

 TEL 048-740-5835 

 ＜関東農政局ＨＰ＞ http://www.maff.go.jp/kanto/       

 

～地域とのつながりを大切にし、 

地元農業を守って行きたい～ 

さかた さとし 

坂田 哲さん 
 

美里町において、キャベツやブロッコリー等の生産に取り組む新規就農者の美里坂田

農園代表である坂田哲さんを紹介します。 

坂田 哲さん 


